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1. 平成31年6月期第1四半期の連結業績（平成30年7月1日～平成30年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年6月期第1四半期 2,424 △19.3 △49 ― △14 ― △0 ―

30年6月期第1四半期 3,004 0.7 45 ― 0 ― △33 ―

（注）包括利益 31年6月期第1四半期　　△1百万円 （―％） 30年6月期第1四半期　　△32百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年6月期第1四半期 △0.08 ―

30年6月期第1四半期 △6.98 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

31年6月期第1四半期 11,763 596 5.1 124.47

30年6月期 11,428 639 5.6 133.34

（参考）自己資本 31年6月期第1四半期 596百万円 30年6月期 639百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年6月期 ― 8.20 ― 8.20 16.40

31年6月期 ―

31年6月期（予想） 8.20 ― 8.20 16.40

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成31年 6月期の連結業績予想（平成30年 7月 1日～平成31年 6月30日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 15,000 0.0 710 0.0 510 0.6 170 51.5 35.48

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年6月期1Q 5,204,500 株 30年6月期 5,204,500 株

② 期末自己株式数 31年6月期1Q 411,685 株 30年6月期 411,685 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年6月期1Q 4,792,815 株 30年6月期1Q 4,788,198 株

（注）期末自己株式数は、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式が含まれております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項については、四半期決算
短信(添付資料)3ページ「（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、日本各地にて発生した自然災害の影響は残るものの、堅調な

設備投資や雇用環境の改善が見られる等、緩やかな回復基調にて推移いたしました。 

このような状況の中、当社グループは駐車場事業の収益力向上、不動産事業における新築マンションの販売強化

及び駐車場等小口化事業における「トラストパートナーズ」の販売拡大の他、各種新規事業の収益改善等に注力し

てまいりました。 

以上の結果、売上高は2,424,042千円（前年同期比19.3％減）、営業損失49,378千円（前年同期は45,352千円の

営業利益）、経常損失14,236千円（前年同期は325千円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純損失は387千

円（前年同期は33,433千円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。 

なお、当第１四半期連結累計期間より、「不動産事業」につきまして、マンション販売等を中心に行う「不動産

事業」と駐車場小口化商品「トラストパートナーズ」の販売等を中心に行う「駐車場等小口化事業」とに変更して

おります。また、「アミューズメント事業」につきましては、報告セグメントから除外し、「その他事業」として

おります。なお、前期第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づいてお

ります。 

 

セグメントの業績については、以下のとおりであります。

①駐車場事業 

駐車場事業につきましては、収益性を重視した新規駐車場開発及びタイムリーな料金改定等の既存駐車場活性化

を引き続き実施してまいりました。また、お客様が安心・安全・快適に利用できるよう、駐車場の修繕を積極的に

行いました。 

以上の結果、売上高は1,833,255千円（前年同期比6.8％増）、営業利益107,786千円（同10.9％減）となりまし

た。 

なお、当第１四半期連結会計期間末の駐車場数は838ヶ所（前年同期より61ヶ所増、前連結会計年度末より２ヶ

所増）、車室数は33,686車室（前年同期より2,118車室増、前連結会計年度末より399車室増）となっております。 

 

②不動産事業 

不動産事業につきましては、当第１四半期連結会計期間においては、新築マンションの竣工はなく、既竣工物件

である「トラストネクサス新椋野Ⅱ（山口県下関市）」及び「トラストネクサス速玉パークレジデンス（山口県周

南市）」の販売に注力、６戸の引渡を実施しました。 

以上の結果、売上高153,352千円（前年同期比54.0％減）、営業損失112,296千円（前年同期は19,546千円の営業

損失）となりました。 

なお、当連結会計年度におきましては、新築マンション２棟「トラスト新宮中央駅前（福岡県糟屋郡新宮町、70

戸、平成31年４月）」、「トラスト別府駅前（大分県別府市、72戸、平成31年５月）」の竣工を予定しておりま

す。 

 

③駐車場等小口化事業 

不動産特定共同事業法に基づく駐車場小口化商品「トラストパートナーズ」の販売を中心として行う駐車場等小

口化事業につきましては、当第１四半期連結会計期間において「トラストパートナーズ」の新規組成はなく、次号

以降の販売準備及び商品開発等に注力しました。 

以上の結果、売上高12,598千円（前年同期比97.0％減）、営業損失29,511千円（前年同期は61,885千円の営業利

益）となりました。 

なお、「トラストパートナーズ第10号（長崎県佐世保市、販売総額780,000千円）」の販売を平成30年10月より

開始、平成30年12月の組成を予定しております。 

 

④ウォーター事業 

水素水の販売を中心として行うウォーター事業につきましては、水素水全般に対するネガティブな報道の影響の

ある中、広告宣伝関連費用を抑制、定期顧客の確保に注力いたしました。また、貸倒懸念債権の保全が図られた結

果、販売費及び一般管理費の貸倒引当金繰入額が28,961千円減少いたしました。 

以上の結果、売上高87,899千円（前年同期比51.0％減）、営業利益30,106千円（前年同期比638.8％増）となり

ました。 
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⑤メディカルサービス事業 

メディカルサービス事業につきましては、「介護老人保健施設みやこ」及び「福岡信和病院」の賃貸収入等によ

り概ね堅調に推移いたしました。 

以上の結果、売上高48,506千円（前年同期比3.1％増）、営業利益12,581千円（前年同期は2,113千円の営業損

失）となりました。 

 

⑥ＲＶ事業 

ＲＶ事業につきましては、キャンピングカーの新車及び中古車販売に注力したことに加え、製造部門におきまし

ては、新型車輌の開発に注力いたしました。 

以上の結果、売上高69,198千円（前年同期比37.8％増）、営業損失39,232千円（前年同期は46,336千円の営業損

失）となりました。 

なお、新型車輌につきましては、従来のキャンピングカーとは異なる新しいコンセプトにて開発、平成30年11月

より販売開始を予定しております。 

 

⑦その他事業 

その他事業につきましては、警備事業等の既存事業の拡張に加え、新規事業の早期収益化に向け温浴施設「那珂

川清滝（福岡県那珂川市）」、「和楽の湯下関せいりゅう（山口県下関市）」等の来館者数拡大等に注力してまい

りました。 

以上の結果、売上高219,230千円（前年同期比13.1％減）、営業損失22,005千円（前年同期は74,241千円の営業

損失）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末と比較して338,123千円増加し、6,497,062

千円となりました。主な増加要因は、販売用不動産の増加440,247千円、仕掛販売用不動産の増加298,751千円であ

ります。一方、主な減少要因は、現金及び預金の減少454,118千円であります。固定資産は前連結会計年度末と比

較して2,760千円減少し、5,266,452千円となりました。主な増加要因は、貸倒引当金の減少82,944千円でありま

す。一方、主な減少要因は、償却により建物及び構築物が55,110千円並びにのれんが13,013千円減少したことによ

るものであります。

この結果、総資産は11,763,515千円となり、前連結会計年度末に比べ、335,363千円増加しました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末と比較して416,753千円増加し、5,845,537

千円となりました。主な増加要因は、短期借入金の増加908,000千円であります。一方、主な減少要因は買掛金の

減少325,857千円及び、流動負債その他の減少116,510千円、未払法人税等の減少76,507千円であります。固定負債

は前連結会計年度末と比較して38,884千円減少し、5,321,385千円となりました。主な減少要因は、長期借入金の

減少29,635千円であります。

この結果、負債合計は11,166,922千円となり、前連結会計年度末に比べ377,869千円増加しました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比較して42,505千円減少し、596,593千円

となりました。主な減少要因は、配当金の支払40,831千円であります。

この結果、自己資本比率は5.1％（前連結会計年度末は5.6％）となりました。

 

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行

っております。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成31年６月期の通期の連結業績予想につきましては、平成30年８月10日に公表いたしました「平成30年６月期 

決算短信」における連結業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,075,535 1,621,417 

受取手形及び売掛金 238,136 226,166 

販売用不動産 614,445 1,054,693 

仕掛販売用不動産 1,593,291 1,892,042 

商品及び製品 60,829 55,939 

原材料及び貯蔵品 94,972 96,525 

仕掛品 112,787 85,047 

その他 1,454,887 1,550,446 

貸倒引当金 △85,947 △85,215 

流動資産合計 6,158,938 6,497,062 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,277,774 2,222,664 

土地 1,087,934 1,107,940 

その他（純額） 733,377 741,595 

有形固定資産合計 4,099,087 4,072,199 

無形固定資産    

のれん 225,387 212,373 

その他 60,340 49,908 

無形固定資産合計 285,728 262,282 

投資その他の資産    

その他 967,342 931,971 

貸倒引当金 △82,944 － 

投資その他の資産合計 884,397 931,971 

固定資産合計 5,269,212 5,266,452 

資産合計 11,428,151 11,763,515 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 476,136 150,278 

短期借入金 2,700,000 3,608,000 

1年内返済予定の長期借入金 979,293 979,293 

未払法人税等 101,370 24,862 

賞与引当金 － 29,154 

ポイント引当金 19,373 18,446 

資産除去債務 4,436 4,176 

返品調整引当金 184 179 

受注損失引当金 331 － 

その他 1,147,657 1,031,147 

流動負債合計 5,428,783 5,845,537 

固定負債    

長期借入金 4,598,453 4,568,818 

株式給付引当金 10,405 10,165 

退職給付に係る負債 53,286 53,607 

資産除去債務 102,359 100,651 

その他 595,764 588,142 

固定負債合計 5,360,269 5,321,385 

負債合計 10,789,052 11,166,922 

純資産の部    

株主資本    

資本金 422,996 422,996 

資本剰余金 224,086 224,086 

利益剰余金 196,381 155,162 

自己株式 △201,541 △201,541 

株主資本合計 641,924 600,705 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △2,824 △4,112 

その他の包括利益累計額合計 △2,824 △4,112 

純資産合計 639,099 596,593 

負債純資産合計 11,428,151 11,763,515 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年７月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年７月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 3,004,439 2,424,042 

売上原価 2,369,995 1,931,190 

売上総利益 634,444 492,851 

販売費及び一般管理費 589,091 542,230 

営業利益又は営業損失（△） 45,352 △49,378 

営業外収益    

受取利息 475 778 

受取配当金 － 9 

受取和解金 － 2,500 

貸倒引当金戻入額 － 58,946 

その他 4,296 4,590 

営業外収益合計 4,771 66,825 

営業外費用    

支払利息 41,099 30,254 

その他 8,699 1,427 

営業外費用合計 49,799 31,682 

経常利益又は経常損失（△） 325 △14,236 

特別損失    

減損損失 17,039 － 

特別損失合計 17,039 － 

税金等調整前四半期純損失（△） △16,714 △14,236 

法人税、住民税及び事業税 10,770 10,779 

法人税等調整額 5,948 △24,627 

法人税等合計 16,719 △13,848 

四半期純損失（△） △33,433 △387 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △33,433 △387 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年７月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年７月１日 
 至 平成30年９月30日) 

四半期純損失（△） △33,433 △387 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 601 △1,287 

為替換算調整勘定 122 － 

その他の包括利益合計 724 △1,287 

四半期包括利益 △32,709 △1,674 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △32,709 △1,674 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。
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（セグメント情報等）

セグメント情報

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

  駐車場事業 不動産事業 
駐車場等 

小口化事業 
ウォーター 

事業 
メディカル 

サービス事業 ＲＶ事業 

売上高            

外部顧客への 

売上高 
1,715,745 333,069 426,792 179,321 47,062 50,208 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

1,289 10,517 － 1,208 － 266 

計 1,717,034 343,587 426,792 180,530 47,062 50,475 

セグメント利益 

又は損失（△） 
120,908 △19,546 61,885 4,075 △2,113 △46,336 

 

         

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

  計 

売上高          

外部顧客への 

売上高 
2,752,199 252,240 3,004,439 － 3,004,439 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

13,282 67,485 80,768 (80,768) － 

計 2,765,481 319,725 3,085,207 (80,768) 3,004,439 

セグメント利益 

又は損失（△） 
118,872 △74,241 44,631 721 45,352 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アミューズメント事

業、警備事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去114,161千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△112,729千円及び棚卸資産等の調整額△710千円が含まれておりま

す。全社費用の主なものは、当社（持株会社）運営に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

「その他」のセグメントにおいて、資産の用途変更に伴い、温浴施設における地質調査及び建築設計

等に生じた費用の全額を減損損失として計上しております。 

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間においては16,935千円であります。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年７月１日 至 平成30年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

  駐車場事業 不動産事業 
駐車場等 

小口化事業 ウォーター事業 
メディカル 

サービス事業 ＲＶ事業 

売上高            

外部顧客への 

売上高 
1,833,255 153,352 12,598 87,899 48,506 69,198 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

1,751 5,322 － 1,794 － 930 

計 1,835,007 158,674 12,598 89,694 48,506 70,128 

セグメント利益 

又は損失（△） 
107,786 △112,296 △29,511 30,106 12,581 △39,232 

 

         

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

  計 

売上高          

外部顧客への 

売上高 
2,204,811 219,230 2,424,042 － 2,424,042 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

9,798 24,795 34,593 (34,593) － 

計 2,214,609 244,026 2,458,635 (34,593) 2,424,042 

セグメント利益 

又は損失（△） 
△30,565 △22,005 △52,570 3,192 △49,378 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アミューズメント事

業、警備事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去127,864千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△124,621千円及び棚卸資産等の調整額△50千円が含まれておりま

す。全社費用の主なものは、当社（持株会社）運営に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において「不動産事業」に含まれておりました、不動産特定共同事業法に基づく駐車場

小口化商品「トラストパートナーズ」の販売部門につきましては、社内業績管理区分の見直しを行い、

「駐車場等小口化事業」として報告セグメントに記載する方法に変更しております。 

「アミューズメント事業」につきましては、金額的重要性が乏しいため、「その他」に含めて記載する

方法に変更しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

ております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。
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